


電気通信事業法第33条第２項及び第７項に基づく第１種指定電気通信設備との接続に関する契約約款の一部改正 

旧 新 
 

目次 

第３章 協定の締結手続等 

 第６節の２ 当社の光回線設備との接続に関する手続き 

 

第 34 条の 10 支障移転等を行う場合の取扱い 

第 34 条の 11 既に設置された当社の光屋内配線に係る精算 

 

 

（用語の定義） 

第３条 この約款においては、次表の左欄の用語はそれぞれ右欄の意味で使用します。 

用  語 意  味 

1～108 （略） 

109 消費税相当額 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目次 

第３章 協定の締結手続等 

 第６節の２ 当社の光回線設備との接続に関する手続き 

第 34 条の 10 光信号端末回線のテープ分散に係る確認調査及び接続の申込み 

第 34 条の 11 支障移転等を行う場合の取扱い 

第 34 条の 12 既に設置された当社の光屋内配線に係る精算 

 

 

（用語の定義） 

第３条 この約款においては、次表の左欄の用語はそれぞれ右欄の意味で使用します。 

用  語 意  味 

1～108 （略） 

109 テープ ４芯又は８芯単位で光ファイバを並列に配置し一体化したもの 

110 消費税相当額 （略） 

 

（光信号端末回線のテープ分散に係る確認調査及び接続の申込み） 

第 34 条の 10 協定事業者は、同一の光配線盤に終端し現に利用している２の光信号端末回線（光局外ス

プリッタを含まないものに限ります。以下この条及び次条において同じとします。）について、別表３

（様式）様式第７－６のテープ分散状況調査申込書により、これらの光信号端末回線がテープ分散（２

の光信号端末回線を異なるテープに分散して収容している状態をいいます。以下同じとします。）され

ているか否かの調査の申込みを行うことができます。当社は、テープ分散状況調査申込書に必要事項が

記載されていることを確認した時をもって申込みの受け付けとし、別表３様式第７－７のテープ分散状

況調査回答書により回答します。 

２ 接続申込者は、第 10 条の２（事前照会）第１項の規定により同条第２項第８号に規定する情報の提

供を請求する際に、次の各号に規定する調査のいずれかを併せて申込むことができます。 

(1) 事前照会申込みにより指定する光配線盤に終端する１の光信号端末回線について、その光配線盤

に終端し現に利用している１の光信号端末回線とのテープ分散による接続の可否 

(2) 事前照会申込みにより指定する同一の光配線盤に終端する２の光信号端末回線のテープ分散によ

る接続の可否 

３ 接続申込者は、第 34 条の４（光信号端末回線又は光信号局内伝送路の接続申込み）の規定により、

光信号端末回線との接続の申込みを行う際に、テープ分散による接続を要望（テープ分散が不可である

場合にはテープ分散によらないで接続することを予め承諾するものとします。）することができます。

この場合において接続申込者は、次の各号に規定する調査のいずれかを併せて申込むものとします。 

(1) 接続申込みにより指定する光配線盤に終端する１の光信号端末回線について、その光配線盤に終

端し現に利用している１の光信号端末回線とのテープ分散による接続の可否 

(2) 接続申込みにより指定する同一の光配線盤に終端する２の光信号端末回線のテープ分散による接

続の可否 

４ 当社は、第１項から第３項に規定するテープ分散に係る調査の申込みがあったときは、その調査結果

の回答により当社の電気通信設備に保安上著しい問題が生じる等、当社の業務遂行上支障を及ぼすおそ

れがあると認められる場合を除き、申込みの到達した日から３週間以内にその調査結果を回答します。 

５ 前項の規定にかかわらず、大量の申込みを一時に受け付けた場合又は他の接続申込者より大量の申込

みを既に受け付けている場合等の特別の事情があるときは、申込みの到達した日から３週間を超えて回

答する場合があります。 



 

 

 

（支障移転等を行う場合の取扱い） 

第 34 条の 10 前２条に規定する調査結果は調査を実施した時点での情報となります。したがって、調査

実施後の支障移転等により一般光信号中継回線の敷設状況が変動し、第 34 条の８（一般光信号中継回線

の異経路構成等に係る確認調査）の規定に基づき確認された一般光信号中継回線の異経路構成等が維持で

きないことがあり、また、前条第３項の規定に基づく一般光信号中継回線の提供に係る手続きを行った場

合であっても、異経路構成等により一般光信号中継回線を提供できない場合があります。なお、当社は、

前２条の規定に基づき調査を行った一般光信号中継回線のうち現に接続しているものについて支障移転

等を行う場合には、その調査を請求した接続申込者に対してあらかじめ支障移転等に係る情報を通知する

ものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（既に設置された当社の光屋内配線に係る精算） 

第 34 条の 11 （略） 

 

（準用） 

第 39 条 前条第３項の規定は、第 10 条の２（事前照会）第３項、第 10 条の３（相互接続点の調査及び

設置申込み）第５項、第 10 条の 13（電柱添架の申込み）第２項、第 13 条（事前調査の回答）第１項、

第３項若しくは第４項、第 34 条の２（一般光信号中継回線の線路設備調査及び接続申込み）第２項若

しくは第３項、第 34 条の４（光信号端末回線又は光信号局内伝送路の接続申込み）第２項、第３項若

しくは第７項、第 34 条の７（特別光信号中継回線の線路設備調査及び接続申込み）第２項若しくは第

３項、第 36 条の３（個別管理対象設備の除却又は転用）第３項、第 95 条の４（接続に必要な装置等の

設置に係る標準的期間）第１項、第 99 条の３（ＤＳＬ回線等に係る情報の提供）又は第 99 条の６（光

回線設備に係る情報の提供）の場合に準用します。 

 

 

（手続費の支払義務） 

第 68 条 （略） 

(1)～(32) （略） 

 

 

２～５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

６ 当社は、第３項に規定する接続の申込みに基づく工事を完了した時点において、テープ分散による接

続ができたか否かを接続申込者に対して通知するものとします。 

 

（支障移転等を行う場合の取扱い） 

第 34 条の 11 前３条に規定する調査結果は調査を実施した時点での情報であって、調査実施後の支障移

転等により一般光信号中継回線又は光信号端末回線の敷設状況が変動する場合があることから、接続申

込者は、第１号又は第３号に規定する調査の申込みを行った場合には一般光信号中継回線の異経路構成

等又は光信号端末回線のテープ分散が維持できないときがあり、第２号又は第４号に規定する手続きを

行った場合であっても異経路構成等による一般光信号中継回線又はテープ分散による光信号端末回線を

提供できないときがあることをあらかじめ了承するものとします。 

(1) 第 34 条の８（一般光信号中継回線の異経路構成等に係る確認調査）に規定する調査 

(2) 第 34 条の９（異経路構成等による一般光信号中継回線の提供に係る調査及び接続の申込み）第３

項の規定に基づく一般光信号中継回線の提供に係る手続き 

(3) 第 34 条の 10（光信号端末回線のテープ分散に係る確認調査及び接続の申込み）第１項に規定する

調査 

(4) 第 34 条の 10 第３項の規定に基づく光信号端末回線の提供に係る手続き 

２ 当社は、前３条の規定に基づき調査を行った一般光信号中継回線又は光信号端末回線のうち現に接続

しているものについて支障移転等を行う場合には、その調査を請求した接続申込者に対してあらかじめ

支障移転等に係る情報を通知するものとします。 

 

（既に設置された当社の光屋内配線に係る精算） 

第 34 条の 12 （略） 

 

（準用） 

第 39 条 前条第３項の規定は、第 10 条の２（事前照会）第３項、第 10 条の３（相互接続点の調査及び

設置申込み）第５項、第 10 条の 13（電柱添架の申込み）第２項、第 13 条（事前調査の回答）第１項、

第３項若しくは第４項、第 34 条の２（一般光信号中継回線の線路設備調査及び接続申込み）第２項若

しくは第３項、第 34 条の４（光信号端末回線又は光信号局内伝送路の接続申込み）第２項、第３項若

しくは第７項、第 34 条の７（特別光信号中継回線の線路設備調査及び接続申込み）第２項若しくは第

３項、第 34 条の 10（光信号端末回線のテープ分散に係る確認調査及び接続の申込み）第４項、第 36

条の３（個別管理対象設備の除却又は転用）第３項、第 95 条の４（接続に必要な装置等の設置に係る

標準的期間）第１項、第 99 条の３（ＤＳＬ回線等に係る情報の提供）又は第 99 条の６（光回線設備に

係る情報の提供）の場合に準用します。 

 

（手続費の支払義務） 

第 68 条 （略） 

(1)～ (32)  （略） 

（33） 当社が、第 34 条の 10（光信号端末回線のテープ分散に係る確認調査及び接続の申込み）に規

定するテープ分散可否に係る調査を行ったとき 

２～５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

料金表２－１ 手続費 

区 分 単 位 手続費の額 備 考 

(1)～(33) (略) （略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

料金表 

２－１ 手続費 

区 分 単 位 手続費の額 備 考 

(1)～(33) (略) （略） （略） （略） 

ア 第34条の10（光信号端末回線のテ

ープ分散に係る確認調査及び接続の

申込み）第１項に規定する事項の調

査に要する費用 

１区間ごと

に 

2,270 円 

 

 
― 

イ 第34条の10第２項に規定する事項

の調査に要する費用 

１区間ごと

に 

2,579 円 左欄と併せ

て第23欄に

掲げる費用

の支払いを

要します。 

(34) テープ分

散による光信

号端末回線の

確認及びテー

プ分散可否調

査費 

ウ 第34条の10第３項に規定する事項

の調査に要する費用 

１区間ごと

に 

2,579 円 
― 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



様式第様式第様式第様式第７７７７－－－－６６６６（第 34 条の 10 第１項関係） 

 

テープ分散状況調査申込書 

    

年  月  日 

東日本電信電話株式会社／西日本電信電話株式会社 

                   殿 

所属（法人名等） 

氏名           

印 

貴社接続約款第 34 条の 10（光信号端末回線のテープ分散に係る確認調査及び接続の申込み）第１項の

規定により、テープ分散状況の調査に係る申込みを行います。 

（始点） 当社の通信用建物等  

（終点） 利用者の建物の住所等（端末

設備の設置場所） 

 

１ 

調査区間 

回線ＩＤ 

２ 

その他（記事欄）  

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 

 

 

様式第様式第様式第様式第７７７７－－－－７７７７（第 34 条の 10 第１項関係） 

テープ分散状況調査回答書 

年  月  日 

殿 

東日本電信電話株式会社／西日本電信電話株式会社 

印 

年 月 日付け  号で申込みのありましたテープ分散状況の調査申込みについて、結果を下記のとお

り回答いたします。 

（始点） 当社の通信用建物等  

（終点） 利用者の建物の住所等（端末

設備の設置場所） 

 

１ 

調査区間 

回線ＩＤ 

２ 

テープ分散の有無  

その他（記事欄）  

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とします。 

 

 

附 則 

 この改正規定は、認可を受けた後、速やかに実施します。 

 



その他費用の算定根拠
（ＮＴＴ西日本）
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Ⅰ　手続費

（１）テープ分散による光信号端末回線の確認及びテープ分散可否調査費（1区間ごとに）

（単位：円）
（単位：時間）
（単位：円） （①×②）×（1+Ⅱ料金設定に使用した貸倒率）

（イ）　第34条の10第２項に規定する事項の調査に要する費用

（単位：円）
（単位：時間）
（単位：円） （①×②）×（1+Ⅱ料金設定に使用した貸倒率）

（ウ）　第34条の10第３項に規定する事項の調査に要する費用

（単位：円）
（単位：時間）
（単位：円） （①×②）×（1+Ⅱ料金設定に使用した貸倒率）

①作業単金（１時間あたり） 6,169

（ア）　第34条の10（光信号端末回線のテープ分散状況に係る調査）第１項に規定する事項の調査に要する費用

区       　分 金　　額　　等 備        考

備        考

②１の工事に要する作業時間 0.367
③当該作業に係る工事費 2,270

区       　分 金　　額　　等 備        考

①作業単金（１時間あたり） 6,169
②１の工事に要する作業時間 0.417
③当該作業に係る工事費 2,579

区       　分 金　　額　　等

①作業単金（１時間あたり） 6,169
②１の工事に要する作業時間 0.417
③当該作業に係る工事費 2,579
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Ⅱ　料金設定に使用した貸倒率

（単位：百万円）

Ｈ２０ 備考

①接続料の貸倒額 705 （参考）設備区分別の費用明細表より

②接続料 263,774
H20年度実績
（接続会計報告書　様式第１　第一種指定設備管理部門の受取網使用
料、接続装置使用料収入、網改造料収入の合計）

0.26727% ①÷②貸倒率

3



設設設設　　　　備備備備　　　　区区区区　　　　分分分分　　　　別別別別　　　　のののの　　　　費費費費　　　　用用用用　　　　明明明明　　　　細細細細　　　　表表表表

（参考） （平成２０年度接続会計をもとに算定）

（単位：百万円）

営 業 費 18,561 0 18,561 16,271 16,263 8 0 3 0 0 0 5 0 0 5 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,574 0 0 0 0 0 0 0 1 705 1 409,469 1 0 1 134,369 275,099 428,030

（ 再 ） 貸 倒 損 失 705 0 705 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 705 0 1,039 0 0 0 149 890 1,744

運 用 費 6,375 0 6,375 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 51 6,240 74 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 11,393 0 0 0 213 11,180 17,768

施 設 保 全 費 375,891 10,553 365,339 195,435 3,794 191,642 4,701 17,992 508 4,035 2,328 79,686 0 81 79,605 17,122 9,817 8,303 2,970 1,326 1,395 8,302 7,010 168 426 944 18 481 11,563 162 2,038 2,765 1,208 217 0 0 2,731 0 7,188 70,156 30,255 125 30,131 39,901 0 446,047

共 通 費 29,499 1,051 28,449 9,660 733 8,926 1,046 2,010 180 26 15 9,226 0 14 9,212 1,369 784 1,097 345 151 129 669 569 18 3 50 1 55 1,540 28 215 324 188 10 0 0 272 0 810 43,434 2,456 25 2,431 12,571 28,407 72,933

管 理 費 41,121 1,197 39,924 17,753 1,154 16,599 512 2,912 110 75 43 10,075 0 13 10,061 1,123 629 1,254 436 192 164 603 513 19 34 237 3 61 1,381 27 235 456 205 9 1,926 0 296 0 1,006 56,339 2,044 21 2,022 15,322 38,974 97,460

試 験 研 究 費 33,227 5,416 27,810 3,609 0 3,609 62 3,870 200 3 20 9,953 0 20 9,933 2,836 1,570 1,473 414 179 172 1,584 1,370 14 3 15 0 64 1,944 40 175 380 269 6 0 0 745 0 641 17,888 3,366 16 3,350 3,556 10,967 51,115

通 信 設 備 使 用 料 9,237 121 9,116 67 0 67 8 4 1 0 0 5,571 0 4 5,567 241 143 438 141 62 148 165 140 732 367 403 5 32 338 0 90 268 76 7 0 0 16 0 1,635 673,172 1,895 11 1,884 157 671,119 682,409

租 税 公 課 59,093 811 58,281 28,572 103 28,469 544 12,677 147 81 47 8,659 0 10 8,649 932 540 1,666 960 423 76 483 412 24 5 37 1 67 1,036 20 174 1,486 278 3 0 0 328 0 6,308 9,240 2,520 27 2,493 4,967 1,753 68,333

減 価 償 却 費 297,677 13,631 284,047 88,169 5,588 82,581 2,601 63,053 2,146 382 664 55,503 1 47 55,455 18,698 9,847 6,498 7,335 3,153 867 9,345 8,157 180 77 405 6 504 17,686 562 1,392 5,299 1,202 29 0 0 2,007 0 21,282 102,405 55,290 527 54,763 36,445 10,670 400,083

固 定 資 産 除 却 費 30,684 239 30,445 14,433 107 14,326 272 4,413 22 203 161 6,823 2 4 6,818 266 135 1,246 307 126 154 134 110 7 4 34 0 90 877 5 121 524 131 63 0 0 162 0 2,731 12,016 8,813 7 8,806 2,530 673 42,700

（ 再 ） 除 却 損 10,110 158 9,952 3,656 91 3,565 134 1,717 9 107 84 2,724 2 1 2,721 143 64 298 101 38 33 66 54 2 2 16 0 42 491 2 63 119 43 32 0 0 67 0 424 8,404 6,931 3 6,927 1,111 362 18,514

合 計 901,366 33,020 868,346 373,969 27,743 346,226 9,746 106,934 3,313 4,806 3,278 185,500 3 194 185,304 42,586 23,465 21,976 12,908 5,613 3,103 21,284 18,281 1,162 971 8,364 108 1,356 37,938 844 4,440 11,504 3,558 343 1,926 0 6,568 705 41,603 1,405,513 106,640 759 105,881 250,032 1,048,841 2,306,879
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